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（仮称）
下関市上下水道局中⾧期ビジョン
（経営戦略）について

令和６年６月１３日（木）

財務経営課 企画係
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２－２ 水道事業の役割
２－３ 水道事業のあゆみ ２－４ 工業用水道事業の役割
２－５ 工業用水道事業のあゆみ ２－６ 下水道事業の役割
２－７ 下水道事業のあゆみ

３－１ 下関市の地理的特性からみる課題
３－２ 人口減少社会の到来と水需要構造の変化など

１ー１ 計画策定の趣旨 １ー２ 計画の位置付け及び体系図
１ー３ 計画期間

１．計画策定の趣旨と位置付け

２．上下水道局が経営する事業の役割とこれまでのあゆみ

３．現状と課題

２－１ 上下水道局が経営する事業
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１．計画策定の趣旨と位置付け
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ビジョン
「あるべき姿」「目指すべき姿」

経営戦略
「施策・取組事項」

中⾧期ビジョンとは？

新水道ビジョン
（H24年度）

※策定当時の管轄は厚生労働省

新下水道ビジョン
（H26年度）

国土交通省

・経営戦略の策定（H26年度）
・経営戦略の改定推進（R3年度）

総務省

下関市水道事業ビジョン 下関市新下水道ビジョン

下関市水道事業経営戦略

下関市工業用水道事業経営戦略

下関市下水道事業経営戦略

（仮称）下関市上下水道局中⾧期ビジョン
（経営戦略）

30年先の将来の
事業環境の変化を見
据えた設定

10年間
の方向性

中⾧期の経営の基本計画です。

１.計画策定の趣旨と位置付け



１.計画策定の趣旨と位置付け
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下関市水道事業ビジョン

下関市工業用水道事業経営戦略

下関市新下水道ビジョン

下関市水道事業経営戦略

下関市下水道事業経営戦略

２つのビジョンと３つの経営戦略を一本化

１ー１ 計画策定の趣旨

これまで これから

相互に関連性が高い事業＝共有する要素が多い

経営戦略を改定する必要性がある

（仮称）下関市上下水道局中⾧期ビジョン
（経営戦略）

■予想を上回る人口減少と、それに伴う収益の減少

■物価、電気代、人件費などの増加

■老朽化の進行、耐震化の必要性

水道事業

工業用水道事業

下水道事業
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（仮称）下関市上下水道局中⾧期ビジョン（経営戦略）
（2025-2034）（前期計画期間2025-2029）

水道事業 工業用水道事業 下水道事業

第３次下関市総合計画
（2025-2034）

基本理念：お客さまに満足される上下水道

基本施策 持続可能な上下水道強靭な上下水道安全な上下水道

整
合

国の方向性
・新水道ビジョン
・新下水道ビジョン
・経営戦略
・ウォーターPPP
・カーボンニュートラル等

外部の意見
・下関市議会
・下関市上下水道事業経営審議会
・パブリックコメント
・各種広報・広聴業務等

１.計画策定の趣旨と位置付け

１ー２ 計画の位置付け及び体系図

整
合

反
映



令和５年○月○日

令和７年度から令和１６年度までの１０年間
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１.計画策定の趣旨と位置付け

１ー３ 計画期間

令和７年度以降は、既存のビジョン、経営戦略は、中⾧期ビジョンへ統合されます。

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

下関市水道事業ビジョン 2016 2025

H28 R7 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

下関市水道事業経営戦略 2021 2030

R3 R12 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

下関市新下水道ビジョン 2018 2027

H30 R9 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

下関市下水道事業経営戦略 2017 2026

H29 R8 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

下関市工業用水道事業経営戦略 2021 2030

R3 R12 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

（仮称）下関市上下水道局 2025 2034

中⾧期ビジョン（経営戦略） R7 R16 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

第3次下関市総合計画

第2次下関市総合計画 2020 2024

（後期基本計画） R2 R6 ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

現行の計画等
計画期間の

始期と終期

集約
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２．上下水道局が経営する事業の
役割とこれまでのあゆみ
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２．上下水道局が経営する事業の役割とこれまでのあゆみ

２ー１ 上下水道局が経営する事業

地方公営企業

工業用水道事業 下水道事業水道事業

下関市上下水道局

地方公営企業法 第３条

常に企業の経済性を発揮するとともに、その本来の目的である
公共の福祉を増進するように運営されなければならない。

経営の基本原則
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２．上下水道局が経営する事業の役割とこれまでのあゆみ

【参考】上下水道のしくみ 水道

下水道

①ダムなどの水源
②浄水場

・薬品を使った沈殿

・ろ過

・消毒

③ポンプ場・配水場

各家庭 ④処理場

・沈殿

・生物処理

・消毒

⑤海へ放流

水が最小に届く玄関です 微生物の力を利用して
ゆっくり汚れを取り除
いていきます。

水に嫌なにおいが
する時は活性炭を
入れて取り除きま
す。 水道水にするための最

後の作業！次亜塩素酸
ナトリウムを入れ消毒
します。

水中に混ざってい
る小さなゴミを薬
品で固めて沈めま
す。

沈殿池で取れな
かった水の汚れを
取り除きます。

ポンプで送られてきた
水を貯める所です。

汚水に含まれているゴミ
などを取り除きます。 微生物に汚水の汚れを

食べさせ同時に汚れの
かたまりに変えます。

汚泥の水分を取り除いて、焼
却等の処理を行います。 きれいに

なった処理
水をさらに
消毒し、川
や海に放流
します。

水源（ダム）

取水口 着水井

緩速ろ過池

浄水池

送水ポンプ室

配水池

急速ろ過池

沈殿池

雨水ます 汚水ます

マンホール 雨水ます

スクリーン

最初沈殿池 反応タンク 最終沈殿池

汚泥処理施設

消毒設備

汚水管

雨水管

沈砂池ポンプ室

活性炭注入設備 次亜塩素酸
ナトリウム
注入設備

脱水ポンプ室
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２．上下水道局が経営する事業の役割とこれまでのあゆみ

２ー２ 水道事業の役割

健康で快適な暮らしができるよう、安全・安心な水を
安定的に供給すること

水道事業の役割

「清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、もって公衆衛生の向上と
生活環境の改善に寄与すること」

水道法の目的



12

２．上下水道局が経営する事業の役割とこれまでのあゆみ

２－３ 水道事業のあゆみ

1906年（明治39年）1月 全国で9番目に給水開始

簡易水道の統合や編入・合併による市域の拡大と生活水準の向上や産業経済の発展に伴う水需
要の増大に対応して、8期にわたる拡張工事を実施

2005年（平成17年）2月 1市4町合併 その後、旧菊川町・旧豊田町・旧豊浦町・旧豊北町が
経営していた簡易水道事業及び蓋井島簡易水道事業について、下関市水道事業への統合を完了

（内日貯水池）

（高尾浄水場）

（木屋川ダム）

（⾧府浄水場）

（熊野配水場）

（彦島配水場）

横浜 函館 ⾧崎
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２．上下水道局が経営する事業の役割とこれまでのあゆみ

２ー４ 工業用水道事業の役割

工業用水道事業の役割

工業用水道事業法の目的

産業活動を支える工業用水を安定的に供給すること

「工業用水の豊富低廉な供給を図り、もって工業の健全な発達に
寄与すること」

（彦島工場群）
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２．上下水道局が経営する事業の役割とこれまでのあゆみ

２ー５ 工業用水道事業のあゆみ

1969年（昭和44年） 1月

大和町・彦島地区を
対象に事業開設

1970年（昭和45年）11月

小月地区を対象に事業開設
（小月地区工業用水道事業）

小月地区工業用水道事業を
下関市工業用水道事業に
吸収統合

1989年（平成元年） 4月
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２．上下水道局が経営する事業の役割とこれまでのあゆみ

２ー５ 工業用水道事業のあゆみ

業種 給水件数 １日契約水量

食料品製造業 １ ３,７００

化学工業 ３ ７,０１０

非鉄金属製造業 １ ４,５００

発電所 １ ５,１００

し尿処分業 １ １,０００

輸送用機械器具製造業 １ １,５００

合計 ８ ２２,８１０

令和6年5月末現在

（発電所）
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２．上下水道局が経営する事業の役割とこれまでのあゆみ

２ー６ 下水道事業の役割

下水道事業の役割

家庭や工場などからでる汚水を処理し、公共用水域や
生活環境の水質を保全するとともに、雨水を速やかに
排除して浸水被害を軽減すること

下水道法の目的

「都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、あわせて公共
用水域の水質の保全に資すること」

（山陽終末処理場横 親水公園） （山陰終末処理場）（下水道の日イベントマンホール蓋展示）
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２．上下水道局が経営する事業の役割とこれまでのあゆみ

２ー７ 下水道事業のあゆみ

処理区域の拡大、下水道処理場の建設

公共下水道事業

・筋ヶ浜処理区

・彦島処理区

・山陰処理区

・山陽処理区

・川棚・小串処理区

特定環境保全公共下水道事業

・豊北地区 ・豊田地区

漁業集落排水処理施設

・蓋井島

1965年（昭和40年）
筋ヶ浜処理区で処理を開始

市街化区域

市街化区域外

漁港区域内

令和6年3月31日現在
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３．現状と課題



令和５年○月○日
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１．下関市の地理的特性からみる課題

〇５つの市町の合併を経て構成
〇旧市町の各中心部に一定の市街地

各地域の拠点は、山地などの地理的
条件によって独立し、

分散型の市街地形態となっ
ている。

〇市域面積が広い 〇山坂が多い

市内全域に水を送るために、高所に
配水場などを設置するなど

多くの施設と動力が必要

最適な施設等の配置を行う必要がある。



令和５年○月○日
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１．下関市の地理的特性からみる課題

【近隣事業体との比較（水道事業）】

下関市 北九州市 比較
行政区域面積
（R6.1.1現在） 716.28㎞2 492.5㎞2 約1.45倍

給水人口
（R4年度末） 242,492人 960,437人 約4分の1
水道施設の数（計）

浄水場
ポンプ場

配水池
（R4年度末）

13か所
59か所
117池

5か所
15か所
46池

約2.6倍
約4倍

約2.5倍

主な水源 ダムー表流水
（原水購入など）

ダムー表流水
（自己水源）

給水人口は少ないが、市域面積は大きく、施設の数も多い。

主な水源について、自己水源を持っていないため、購入する必要がある。



令和５年○月○日
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１．下関市の地理的特性からみる課題

【参考】山口県内の水道料金

5,137円

3,763円

1,541円

13市平均3,040 円
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山口県内１３市の水道料金比較単位：円

条件：口径20㎜ 1か月20㎥使用した場合（税込）
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１．下関市の地理的特性からみる課題

【参考】中核市の水道料金

中核市平均3,207円

単位：円

※1 船橋市の水道事業は千葉県水道が運営

条件：口径20㎜ 1か月20㎥使用した場合（税込）
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１．下関市の地理的特性からみる課題

【参考】山口県内の工業用水道料金

単位：円

山口県企業局 県内５市

（税込）
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１．下関市の地理的特性からみる課題

【参考】山口県内の下水道使用料

3,630 円
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2,200 円
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山口県内13市の下水道使用料金比較

条件：1か月20㎥使用した場合（税込）

単位：円

13市平均3,116円
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中核市の下水道使用料比較
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１．下関市の地理的特性からみる課題

【参考】中核市の下水道使用料

条件：1か月20㎥使用した場合（税込）

単位：円

中核市平均2,636円
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２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化など

【全事業共通】 人口の減少

データ出所：下関市人口ビジョン（令和元年度改訂版34P）より抜粋

2015年（平成27年）と比較すると
50年で人口が半減する見通し

岩国市 133,287人
周南市 138,718人
令和4年度末数値
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【参考】 地区別人口減少の傾向

地区により減少率の見込みが異なる

施設規模の合理化（スペックダウン）

施設・管路の統廃合（ダウンサイジング）

それぞれの特性に合わせた最適な手法の検討が必要

２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化など
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【全事業共通】人口の減少
出典：水道耐震化推進プロジェクト（平成24年11月～平成27年3月）「水道PRパッケージ」

これまでは･･ いまは･･ これからは・・

同じ施設を維持しようとすると、人口の減少により、
１人当たりの負担は重くなります。

２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化など
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２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化

【水道事業】

有収水量と給水人口の推移
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２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化

【水道事業】

有収水量と給水人口の推移

267,723 

242,492 
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（千㎥）
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（人）

R2～R4（3年間）の平均（1年当たりの減少）

有収水量 ▲ 589,992 ㎥

給水人口 ▲ 2,966 人
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２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化

【水道事業】

給水収益と１戸当たり水量の推移

給水収益
（百万円）
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※１ 令和4年度は水道料金の減額がなかったものとして試算

R2～R4（3年間）の平均（1年当たりの減少）

給水収益 ▲ 94,811,174 円

1戸当たり水量 ▲ 4 ㎥/戸

※R4年度給水収益から水道料金支援事業約2億8,700万円を除いた場合
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【工業用水道事業】

ユーザー数と契約水量/日量
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２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化など
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２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化

【下水道事業】

有収水量と処理区域内人口
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下水道事業は、令和8年度で概ね整備が完了するところで
あり、水道事業より減少の傾きが緩やかになっています。
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２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化

【下水道事業】

有収水量と処理区域内人口

200,481 198,712 
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有収水量（千㎥） 処理区域内人口（人）有収水量：千㎥ 処理区域内人口：人

R2～R4（3年間）の平均（1年当たりの減少）

有収水量 ▲ 199,290㎥

処理区域内人口 ▲ 642人
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２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化

【下水道事業】

下水道使用料と１戸当たり水量の推移
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R2～R4（3年間）の平均（1年当たりの減少）

下水道使用料 ▲ 23,547,150 円

1戸当たり水量 ▲ 3 ㎥/戸



令和５年○月○日

36

２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化

【水道事業】

法定耐用年数を経過した管路の割合
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２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化

【水道事業】

管路の更新率
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1年間の更新率1％という数値は、すべての管路の更新に
かかる期間が100年かかるということを意味します。

延⾧数：㎞ 更新率：％
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下関市内の管路の総延⾧＝約1,800㎞

【参考】

下関⇔東京の往復＝約1,800㎞

２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化など

【参考】本州の南から北（下関ー青森の最短距離）約1,500㎞
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【水道事業】

年度別整備状況
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法定耐用年数を超えていない管路

２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化など
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２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化

【工業用水道事業】

法定耐用年数を経過した管路の割合
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【工業用水道事業】

年度別整備状況

管路の約8割が事業開設期に布設されている。

法定耐用年数を超えた管路 法定耐用年数を超えていない管路

２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化など
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２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化

【下水道事業】

法定耐用年数を経過した管路の割合
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【下水道事業】

年度別整備状況

13.7㎞

97.9㎞

64.6㎞

199.9㎞

235.8㎞ 236.6㎞

50.6㎞

0.0㎞

50.0㎞

100.0㎞

150.0㎞

200.0㎞

250.0㎞

1955(昭30）

～1964（昭和39）

1965(昭40）

～1974（昭和49）

1975(昭50）

～1984（昭和59）

1985(昭60）

～1994（平6）

1995(平7）

～2004（平16）

2005(平17）

～2014（平26）

2015(平27）

～2020（令和2）

法定耐用年数を超えた管路延⾧
が全体延⾧のうちの約15％を超
えている

今後10年間で20％以上の管路が経年化
していく

法定耐用年数を超えた管路

法定耐用年数を超えていない管路

２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化など
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水道 工水 下水

創設 1906年
（明治39年）

1969年
（昭和44年）

1965年
（昭和40年）

主な拡張期 1965年（昭和40年）から
2000年（平成12年） ー 1985年（昭和60年）から

2014年（平成26年）

需要の動向 減少傾向 安定 減少傾向
管路の経年化の状況
（経年化の割合） 高い 高い 低い

今後の管路の
経年化の傾向 増加 減少 増加

それぞれの事業の特性に合わせた効果的な対応（施設・管路の更新）が必要とな
る。

給水開始

1906年（明治39年）

水道

工水

下水

1969年（昭和44年）

給水開始・拡張期

1965年（昭和40年）

処理開始

2000年（平成12年）1985年（昭和60年） 2014年（平成26年）

拡張期

拡張期

２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化など
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4,798,949千円

4,203,484千円

283,539千円

▲ 3,377,376千円
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【水道事業】 経営成績 資金繰り
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２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化など
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【工業用水道事業】

経営成績 資金繰り

２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化など
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【下水道事業】

経営成績 資金繰り

２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化など
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【事故・自然災害への備え】

2010年7月 菊川浄水場 冠水 2023年7月 豊北町小河内水源地場内 濁水流入

2023年12月 渇水（豊田湖）

極
端
な
気
候
変
動
に
伴
う
自
然
災
害

大
雨

渇
水

節水広報（CM及びチラシ）

２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化など
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【環境への配慮】

１．汚泥の有効活用

・⾧府浄水場以外の水道施設から発生する
汚泥の有効利用

・下水汚泥の堆肥化などの検討

３．電力使用量の削減

・位置エネルギーを有効活用したインラインポンプの導入

・省エネルギー施設への更新

・水資源の有効活用のための漏水防止

・効果的な漏水調査の実施

・鉛製給水管の布設替え

４．再生可能エネルギー導入の検討

・マイクロ水力発電、太陽光発電等の導入の検討

５．カーボンニュートラル（ゼロカーボン）
実現に向けたロードマップの作成

・下関市が山口県内ではじめての宣言となる
「セロカーボンシティしものせき」宣言

・カーボンニュートラル（ゼロカーボン）を実現させる
ためのロードマップの作成

２．漏水の防止

２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化など
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（下関市水道技術研修センター）

【技術力の確保】
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・事務職員、技術職員ともに人数は減少している。

・若年層の割合が減少する一方、中高年層の割合は増加している。

将来にわたり事業を継続するためには、一定の人材
の確保と技術の継承が必要

２．人口減少社会の到来と水需要構造の変化など
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次回、経営審議会にて今後の取組の方向性


